３－４　旅　　費
３－４　旅　　費
１　旅費
　旅費とは，職員等が公務のために行う旅行中必要とする経費にあてるため支給される費用である。しかし，現に要した費用をすべてそのとおり支給できないので，旅費に関する必要な事項は条例で定められている。
(1) 旅費用語
ア　出張旅費条例 第2条

職員が公務のため一時その勤務公署（勤務校）を離れて旅行すること。
イ　赴任
採用された職員がその採用に伴う移転のため住所もしくは居所から在勤庁に旅行し，又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため旧在勤庁から新在勤庁に旅行することをいう。
ウ　在勤地
在勤庁（勤務校）がある市町の存する地域をいう。
　エ　同一地域
　　　同一市町村のことをいう。
(2) 旅行命令等旅費条例 第4条

旅行は旅行命令権者の発する旅行命令等によって行わなければならない。旅行命令権者は，電信，電話及び郵便等の通信による連絡手段によっては公務の円滑な遂行を図ることができない場合で，かつ，予算上旅費の支出が可能である場合に限り，旅行命令等を発することができる。
(3) 旅費の執行計画
　　旅費予算の執行にあたっては，旅費予算の配分内で旅行命令を行わなければならない。学校の教育目標達成に向け，職員が計画的に研修会・研究会等に参加できるよう，旅費予算執行計画を立てることが望ましい。
(4) 旅費の種類
ア　普通旅費旅費条例 第6条

鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，日当，宿泊料及び食卓料
イ　特殊旅費旅費条例 第7条

移転料，着後手当，扶養親族移転料，支度料，死亡手当，日額旅費，旅行雑費，外国旅行手当（支度料，旅行雑費は外国への出張に支給）
(5) 旅費の計算旅費条例 第8条

旅費は，最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。ただし,公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により,最も経済的な通常の経路又は方法によって旅行し難い場合には，その現によった経路及び方法によって計算する。旅費条例 第9条
旅費条例
第10条の２

旅費計算上の旅行日数は，旅行のために現に要した日数による。
在勤地以外の地に居住する職員が，その居住地から直ちに旅行する場合において，居住地から目的地に至る旅費額が在勤地から目的地に至る旅費額より少ないときは，居住地から目的地に至る旅費を計算する。（自家用車を公務使用しての旅行で，自宅からの直行又は自宅への直帰の場合，旅行経路と通勤経路が重複する場合はその重複部分の距離を除いて計算する。）
(6) 普通旅費
職員が出張した時に支給されるものである。
ア　鉄道賃旅費条例 第15条

鉄道賃の額は旅客運賃，急行料金及び特別車両料金並びに座席指定料金による（特例，例外があるので時刻表等を参照のこと）。鉄道発着駅は，出発地又は目的地の最寄り駅とする。
(ｱ) 旅客運賃
その乗車に要する運賃を計算する。
(ｲ) 急行料金
通常利用が考えられる時間帯に急行列車が運行されていて，かつ，実際に利用した場合，片道50㎞以上の旅行に支給する。
(ｳ) 特別急行料金
通常利用が考えられる時間帯に特別急行列車が運行されていて，かつ実際に利用した場合，片道50㎞以上の旅行に支給する。
(ｴ) 新幹線の特別急行料金
(ｳ)と同じ。
(ｵ) 座席指定料金
普通急行列車を運行する線路による旅行で片道50㎞以上の旅行に支給する。
(ｶ) シーズン別指定席特急料金
[bookmark: _Hlk148281080]最繁忙期に特急の普通車指定席を利用の場合、通常期の指定席特急料金に
400円増し，繁忙期は通常期の指定席特急料金に200円増し，閑散期は通常
期の指定席特急料金から200円引きとなる。利用する路線によって時期設定
が異なるので注意する。
JR北海道内の在来線を利用の場合
JR東海内・JR西日本内（北陸新幹線を除く）・JR四国内・JR九州内
・JR各会社間を利用の場合
JR九州内の在来線・西九州新幹線に閑散期の設定はない
JR東日本内・北海道新幹線・北陸新幹線を利用の場合
※　新幹線と在来線の特別急行列車を乗り継ぐ場合は在来線の特別急行料
金の半額が割引かれるが，その際はシーズン別割増（引）料金を含めた額が
半額となる。（2024年3月16日乗車分より廃止予定）
　　(ｷ) 往復フリーきっぷ
発着駅ごとに料金が設定されている。有効期間や利用期間はそれぞれ異なる。
　　　　名古屋往復割引きっぷ
· [bookmark: _GoBack]R4.4.1乗車分よりインターネットでの予約のみとなったため，旅費計
算に適用しないこととなった
イ　船賃旅費条例 第16条

水路旅行について路程に応じ，旅客運賃等により支給する。
ウ　航空賃
現に支払った旅客運賃による。旅費条例 第17条

※　旅客利用施設使用料等も航空賃に含む。
エ　車賃旅費条例 第18条

路程に応じ１㎞につき37円を支給する。ただし，旅行命令権者の承認を受けて自家用車を公務使用して旅行する場合は全路程を通算し１㎞につき28円を支給する。全路程を通算して計算する。（１㎞未満切捨て）
オ　日当
旅行先（県内・県外別）及び距離に応じ，１日あたりの定額により支給する。ただし，出発地から目的地までの路程が100㎞未満の県内旅行については支給しない。旅費条例 第19条

県外旅行　　片道の路程　100km以上　　　定額
100km未満　　　定額の２分の１
県内旅行　　片道の路程　100km以上　　　定額の２分の１
カ  宿泊料旅費条例 第20条

宿泊地の区分（甲地，乙地）に応じて定額により支給する。
(ｱ) 甲地
さいたま市, 東京特別区，千葉市，横浜市，川崎市，相模原市，
名古屋市，京都市，大阪市，堺市，神戸市，広島市，福岡市
(ｲ) 乙地
甲地以外の地域
(7) 同一地域内の旅行の旅費旅費条例 第27条

同一地域内の旅行については，鉄道賃，船賃及び車賃は全行程が４㎞未満の旅行の場合には支給しない。旅費条例
第27条_2

県外旅行及び出発地から目的地までの路程が100㎞以上の県内旅行（以下「県外旅行等」）における旅費の取扱いは，下記のとおりとする。
ア　出発地から経由地（最寄駅など）に至る旅費
　　　県外旅行等において，以下の区間の旅行は，支給される。
(同一地域内の第一目的地から第二目的地までの旅行等の場合を除く)
・「出発地」から「出発地と同一地域にある経由地」までの区間
・・・イメージ図（Ａ）
・「目的地と同一地域にある経由地」から「目的地」までの区間
・・・イメージ図（Ｃ）
・「帰着地と同一地域にある経由地」から「帰着地」までの区間
・・・イメージ図（Ｅ）
　イ　同一地域内の第一目的地から第二目的地に至る旅費
県外旅行等において，目的地間の旅行は，支給しない。
・・・イメージ図（Ｄ）
ウ　公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により特に多額の鉄道賃
　　　船賃又は車賃を要する場合で，その実費額が当該旅行において支給される日当の額の２分の１に相当する額を超えるときはその超える部分の金額に相当する額の鉄道賃，船賃又は車賃を支給する。
【イメージ図】　　　　第一目的地

経由地　　　 第二目的地
出発地

経由地

Ｄ
Ｃ
Ａ
経由地

帰着地

　　　　　　　　　　　　　Ｂ
Ｅ

　　旅費支給あり（Ａ･Ｂ･Ｃ･Ｅ）/  支給なし（Ｄ）　


(8) 日額旅費旅費規程 第7条

　　研修，講習その他これらに類する目的のため旅行（宿泊を伴うもの）する職員が研修地に滞在するために必要な旅費で，研修開始日から研修終了日の前日までの期間について定額が支給される。
(9) 旅費の調整旅費条例 第40条

任命権者は，旅行者が公用の交通機関，宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上条例の規定による旅費を支給した場合には，不当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場合においては，その実費を超えることとなる部分の旅費又は必要としない部分の旅費を支給しないことができる。
ア　日帰り旅行における宿泊料調整
(ｱ) 支給要件
次の要件に該当する場合について支給するものとする。鉄道旅行などの場合で証明書が得難い場合は，所属長の証明書でも差し支えない。
　　　　・日帰り旅行で，業務の都合により午後９時以降に帰庁するもの。
・航空券の搭乗券，搭乗半券，ご搭乗案内，領収書などにより帰庁時刻が判明できるもの。
(ｲ) 支給額
日当定額の２分の１に相当する額（宿泊料の調整）
(ｳ) 支給方法
旅行命令権者は，旅行者が帰庁後に提出した証明書類を確認し，旅行命令簿に添付の上，精算払いとすること。
(ｴ) 庶務課及び教職員課への協議については不要とする。
  イ　宿泊を伴う旅費の調整
調整の基準となる「実費額」は「宿泊料＋路程に応じた日当相当額」とする。
(ｱ) 宿泊料
ａ　宿泊料の料金設定が１泊２食の場合はその額。
ｂ　１泊２食の場合で,素泊まり料金と食事料金の内訳がわかる場合は素泊まり料金＋食事料金２食分。ただし，１食の食事料金が日当定額の２分の１を超えるときは，その１食の食事料金は日当定額の２分の１に相当する額とする。
ｃ　宿泊料の料金設定が素泊まり料金又は１食付き料金の場合は２食付きとなるまで，１食につき日当定額の２分の１に相当する額を当該料金に加算するほか，(a)及び(b)に準ずる。
(ｲ)　路程に応じた日当相当額
県外旅行　　片道の路程100km以上　　定額
　　　　　　　　　　　 　　　100km未満　　定額の２分の１
県内旅行　　片道の路程100km以上　　定額の２分の１
　　　　　　　　　　         100km未満　　加算しない
ウ　パック商品により旅行する場合の旅費の調整
旅行会社等が航空機・ＪＲ等の交通費と宿泊料をセットし割安な価格で販売するパック商品により旅行する場合は，旅行実費が旅費規定額を大きく下回る場合も生じるため，交通費及び宿泊料を下記の方法により計算した額とみなし，規定額をみなし実費額に減額調整する。なお申出にはパック料金の額を確認できる書類の提出を要する。
調整後のみなし交通費　　　　　　　　 　パック料金
　（円未満四捨五入）　　　　　交通費規定額　＋　宿泊料規定額
調整後のみなし宿泊料　 ＝　  パック料金　－　調整後のみなし交通費
※　パック料金に夕・朝食代が含まれていない場合の「調整後のみなし交通費」は，宿泊料規定額より一食につき1,100円（日当半額）を差し引いて計算し,「調整後のみなし宿泊料」は一食につき1,100円（日当半額）加算して計算する。
＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×　交通費規定額







エ　自宅等に宿泊する場合の旅費の調整旅費規程 第10条

職員が，自ら所有し，若しくは借り受けている住宅に宿泊するとき又は当該職員以外の者が所有し，若しくは借り受けている住宅に宿泊する場合において,宿泊のために支払うべき料金が不要であると認められるときは,宿泊料定額の４分の１に相当する額を支給する。


＊　公用の施設一覧
	施　　　設　　　名
	所　　　在　　　地
	設　　　置　　　者

	青年の家
  国立能登青少年交流の家
  石川県立白山青年の家
  里山自然学校大杉みどりの里
  能美市根上青年の家
  金沢市キゴ山ふれあい研修センター青少年交流棟
少年自然の家
石川県立白山ろく少年自然の家
石川県立鹿島少年自然の家
石川県立能登少年自然の家
金沢市キゴ山ふれあい研修センターこども交流棟
里山自然学校大杉みどりの里
その他
西俣自然教室
医王山スポーツセンター
石川県青少年総合研修センター
竹の浦館
	
羽咋市柴垣町14字５番６号
白山市八幡町戌142
小松市大杉町イ98
能美市道林町ハ161
金沢市小豆沢町ヲ４


白山市瀬戸ワ29
鹿島郡中能登町高畠原山分ハ１
鳳珠郡能登町字九里川尻16字20
金沢市平等本町カ13－１

小松市大杉町イ98

小松市西俣町ニ301
金沢市田島町よ27甲
金沢市常盤町212－１
加賀市大聖寺瀬越町19－１
	
(独)国立青少年教育振興機構
石川県
小松市
能美市
金沢市


石川県
  〃
  〃
金沢市

小松市

小松市
石川県体育協会
石川県
NPO法人竹の浦夢創塾


　※　青少年向けキャンプ場その他の場所に設営された野外キャンプは公用の施設とみなす。
(10) 旅費のキャンセル料についてH28.10.6（県教委）
旅費のキャンセル料支給に係る運用の見直しについて

公務により変更を命ぜられた場合のキャンセル料は，旅費条例第３条第５項に準じて支給される。公務以外の理由であっても，交通機関によるものや，親族の葬儀等やむを得ない事情がある場合は，キャンセル料を支給できる。ただし，証明できる書類が必要となる。
　　旅行命令に従わない旅行をしている場合，キャンセル料は支給しない。旅費条例 第3条_5

	キャンセル料の発生要因
	公務
	公務以外

	
	
	交通機関(運休，渋滞等)その他やむを得ない事情
	私用

	支給の有無
	支給
	証明できれば支給
	非支給


(11) 自家用車の公務使用について
市町の条例により自家用車の公務使用を規定した市町に限り，条件を満たす場合には，旅行において自家用車を使用することができる。
なお，公務に自家用車を使用する場合は，あらかじめ学校長に公務に使用する自家用車の届出をしなければならない。また，出張に際しては使用承認申出書を学校長に提出し，承認を得なければならない。
自家用車を公務に使用しての旅行は，全路程を通算し(km未満切り捨て)１kmにつき28円を支給する。



(12)  旅費事務の流れ（小松教育事務所管内の場合）
※　他の教育事務所管内については下表を参照し読み替える。
ア　精算払いの場合
(ｱ) ７日まで（土・日・祝日の場合はその直前の平日）に前月旅行分の旅費計算書を旅費集計表添付の上，教育事務所に提出する。
(ｲ) 21日(金融機関休業日の場合，直後の営業日)に資金前渡職員口座に入金　されるので，必ずその日に払い出し職員に支給する。
(ｳ) その月の末日まで（土・日・祝日を除く）に，旅費領収書を教育事務所に提出する。
イ　概算払いの場合（奥能登教育事務所は基本的に取扱いなし）
(ｱ) 出発日の10日前までに旅費計算書を教育事務所に提出する。
(ｲ) 出発日の前日（土・日・祝日の場合はその直前の平日）に資金前渡職員口座に入金されるので，必ずその日に払い出し職員に支給する。
(ｳ) 支給日後５日以内（土・日・祝日を除く）に旅費領収書を教育事務所に提出する。
(ｴ) 旅行終了後速やかに旅費の支給額と精算額の差額が０円であったことを確認し，所属長に旅行命令簿の所定欄に確認印を押してもらう。精算の結果過払いがあった場合には，返納の告知から１週間以内に過払い金を返納させなければならない。

	精算旅費
	奥能登
	中能登
	金沢
	小松

	旅費計算書添付
	支出内訳書
	○
	○
	―
	―

	
	支出調書
	―
	―
	○
	―

	
	旅費集計表
	―
	―
	―
	○

	旅費計算書締切日
	１～４日
	７日
	５日
	７日

	旅費支給日
	給料日
	給料日
	月末
	21日(休業日の場合直後の営業日)

	旅費領収書添付
	前渡資金
精算報告書
	―
	○
	○
	〇


旅費条例 第14条
旅費規則 第8条

	概算旅費
	奥能登
	中能登
	金沢
	小松

	旅費計算書添付
	支出内訳書
	概算旅費なし
	○
	―
	添付の
必要なし

	
	支出調書
	
	―
	○
	

	旅費領収書添付
	前渡資金
精算報告書
	
	○
	○
	





※　注意事項 
ア　旅行命令簿・計算書について
・学校名が記入してあるか確認する。
・旅行命令（依頼）簿は，旅行者ごとに分けて記入する。
・発令月日順に記入する。
・同一経路を往復する場合で用務地が２か所以上の場合の運賃は，全路程を通算し金額を計算する。
・用務内容及び用務地欄は具体的に記入してあるか確認する。
・学校日誌，出勤簿，復命書の記載と一致しているか確認する。
・金額の訂正は，必ず複線で消し訂正印を押し，上部に正しい金額を記入する。ただし，概算額，精算額，追給額，返納額欄は訂正できない。
・一般旅費，赴任旅費，指定研修旅費，初任者研修旅費，学校指導課旅費の旅費計算書はそれぞれ別葉にする。
イ　旅費計算書の添付文書について
・支出調書・支出内訳書は，県費負担教職員及び初任者研修旅費別に提出する。
・奥能登教育事務所管内は支出内訳書を一般旅費，教員総合研修センター旅費，指定研修旅費，初任者研修旅費（特学新任含む），赴任旅費，初任者研修旅費（栄養教諭・職員）等に分ける。
・金沢教育事務所管内は支出調書を一般旅費，教員総合研修センター旅費，初任者研修旅費，指定研修旅費，赴任旅費に分ける。
・小松教育事務所管内は旅費集計表に一般旅費，指定研修旅費別に１人ずつの金額を記載し，初任者研修旅費は別葉にする。
ウ　修学旅行，合宿，遠足の計算について
・有料道路料金，拝観料，入場料，心づけ及び旅行保険など，交通費並びに宿泊料以外の経費については，旅費計算の対象とならない。
・宿泊実費額（１泊２食）が定額を超える時は定額となる。なお，１泊朝食のみで夕食を別の場所でとる場合は，定額を超えない範囲で宿泊実費額（１泊１食）に日当定額の２分の１が加算されたものとなる。
・中学校の修学旅行等で団体割引の証明がある場合は添付する。
・小松教育事務所管内はバス会社等のバス代証明書，学校長の運賃等の証明書，合宿の内訳調書，修学旅行については宿泊費のわかる請求書等を添付する。









(13)赴任に伴う旅費旅費条例 
第7条_2,3,4

赴任に伴い住所又は居所を移転した場合に支給される旅費で，以下のものが支給される。なお，旅行命令及び旅費支給は，新所属所で行う。
・交通費，日当，宿泊料
・移転料
・着後手当
・扶養親族移転料
　　　扶養親族とは，職員の配偶者（事実上婚姻関係含），子，父母，孫，祖父母及び兄弟姉妹で主として職員の収入によって生計を維持しているものをいう。
新採職員の赴任については，特別な事情がある場合を除いて支給しない。旅費条例 第30条
旅費規程 第9条

（例外：国又は他の都道府県の職員より引き続いて県職員となった場合）
ア　交通費，日当，宿泊料
普通旅費の計算方法による。
イ　移転料旅費条例 第22条

赴任に伴う居住所の移転が行われた際に支給される旅費である。移転料は本人分が定額の２分の１，扶養親族分が２分の１として定められており,本人，扶養親族ともに移転した場合に定額の全額が支給される。
(ｱ) 支給要件
赴任に伴う居住所の移転があること。ただし，在勤地内及び在勤地以外の同一地域内における赴任については移転料を支給しない。
(ｲ) 支給対象区域（ - - - - - - の部分が支給される）旅費規程 第10条

赴任に伴う現実の移転の路程が，旧在勤地から新在勤地までの路程に満たないときは，その現実の路程に応じて支給する。
	新住所
	
	新在勤地
○
	
	旧在勤地
	
	旧住所

	△
	
	
	
	●
	
	▲



	新在勤地
	
	新住所
	
	旧住所
	
	旧在勤地

	○
	
	△
	
	▲
	
	●



移転の事実を証明するもの（住民票の写し又は前任校の校長の在職証明）を添付する。
(ｳ) 支給額
旧在勤地から新在勤地までの路程に応じて次の額を支給する。
	路程

級
	50km
未満
	50～
100km
未満
	100～
300km
未満
	300～
500km
未満
	500～
1,000km
未満
	1,000～
1,500km
未満
	1,500～
2,000km
未満
	2,000km
以上

	９級以下
	107,000
	123,000
	152,000
	187,000
	248,000
	261,000
	279,000
	324,000


　　　　ａ　本人のみ移転の場合  　　上記表の２分の１の額
ｂ　扶養親族を随伴する場合  上記表の額
ウ　着後手当
着後手当は，赴任により新居住地に着任してからの諸経費にあてるもので，定額により支給する。
(ｱ) 支給要件旅費条例 第23条

赴任に伴う居住所の移転があること。在勤地内及び在勤地以外の同一地域における赴任にあっては支給しない。
(ｲ) 支給額旅費条例 第24条

２日当２宿泊料を支給する。ただし，赴任の際に，新住居以外に宿泊を要した場合は，宿泊数に応じた日当及び宿泊料を支給する（５日当５宿泊料を限度とする）。
エ　扶養親族移転料
扶養親族移転料は，職員の赴任に伴って家族も移転する場合，これに要する費用にあてるためのものである。
(ｱ) 支給要件
赴任に伴う扶養親族の移転があること。在勤地内及び在勤地以外の同一地域における赴任については，支給しない。旅費条例 第23条

(ｲ) 支給額旅費条例 第24条

赴任の際，扶養親族を旧在勤地から新在勤地まで随伴する場合の路程に応じて扶養親族１人ごとに年齢に従って算出される額の合計額が支給される。
扶養親族であるか否かは，赴任の時点（転任の発令された日）による。ただし，移転までの間に死亡した場合その分は支給されない。年齢は移転時における年齢をいい，赴任の時点において，胎児であったもの(３か月以上)も扶養親族とみなす。
日当，宿泊料，食卓料，着後手当の額を計算する場合，円未満の端数は切　　　　　　り捨てる。
	区　　分
	12歳以上
	６～12歳未満
	６歳未満（胎児を含む）

	鉄道賃及び船賃
	全額
	1/2
	３人以上を随伴のときにのみ，
その２人を超える者ごとに1/2

	車賃及び航空賃
	全額
	1/2
	なし

	日当，宿泊料及び食卓料
	2/3
	1/3
	1/3

	着　後　手　当
	2/3
	1/3
	1/3



3 - 122
3 - 119
